
2014 年 6 月 6 日 

報道機関各位 
 

 

 

 

 

 

 

大田弘子元経済財政担当相を座長とする有識者会議の経済成長フォーラム (事務局：日本生産性

本部)はこの度、企業経営者に対する緊急アンケート調査を実施し発表した（回答者数 175 人）。 

それによると、安倍政権が産業界に要請したベースアップは 5 割の企業が実施した。一方、女性

の活躍が成長戦略の柱とされるなか、部長・課長に占める女性の割合は 5％未満が過半を占め、女性

の活躍推進は進んでいないことが明らかとなった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 製造業 電気ガス 卸小売 飲食宿泊 運輸 郵便通信 金融仲介 ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ

70.6% 61.0% 42.4% 37.8% 48.4% 73.2% 87.8% 50.8%  
 
 
 

 

 

【経済成長フォーラム】 座  長    大田 弘子 （政策研究大学院大学教授） 

           コアメンバー  高橋  進  （日本総合研究所理事長） 

                   冨山 和彦 （経営共創基盤ＣＥＯ） 

        ＵＲＬ：http://www.economic-growth-forum.jp 

【お問合せ先】経済成長フォーラム事務局：（公財）日本生産性本部・公共政策部 

           担当： 内山・木内・有泉  TEL.03-3409-1137  FAX.03-3409-2810 

  【同日配付記者クラブ】経済団体記者会、内閣府記者クラブ 

【今後の日本経済について】 

１． 今年後半の景気は、「前年と変わらない」が 5割、「上昇する」が 4割      資料 2頁

【自社の経営について】 

２． 円安が継続しても、海外の事務所や工場の国内回帰を「考えない」が 9割    資料 6頁

３． 今年度の賃上げは、「ペースアップを実施した」が 5割            資料 7頁

４． 人手不足は、特にサービス産業で「深刻化」が 6割              資料 8頁

５． 消費税増税への対応は、自社の製品・サービス価格を「消費税分だけ値上げ 

した」が 6割                              資料 10 頁

６． 消費税増税による 4～6月期の売上への影響は、「影響はない」が 5 割、 

「10％未満」が 4割                           資料 11 頁

【政府の成長戦略について】 

７． 政府の成長戦略として最も期待しているのは、「法人税率の引下げ」が 5割   資料 13 頁

８． 部長・課長に占める女性の割合は「4％以下」が 6割。 

一方、目標は「10～14％」が 4割で最多                  資料 14 頁

９． 所得税等の配偶者控除の縮小・廃止に対しては、「反対」が 6割        資料 15 頁

経済成長フォーラム 

企業経営者 緊急アンケート調査報告 

成長戦略への期待 ～現下の経済と企業経営～ 


